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2040年頃における各分野の見通し
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要介護認定者数の推移 出典：厚生労働省「地域包括ケア見える化システム」

高齢者人口の増
加とともに、要
介護認定者数も
増加傾向

高齢者のいる世帯割合の将来推計

高齢者世帯（
特に高齢単身
世帯）は、増
加傾向

出典：総務省「国勢調査」、社人研「世帯将来推計」

入院・外来ニーズ （全国） 出展：総務省「自治体戦略2040構想研究会（第3回）資料

入院ニーズは、増加するが外来ニーズは減少していく

2040年頃における各分野の見通し

＜介護＞ ＜医療＞

福祉施設または医療施設等で従事している医師数（人口10万に対する医師数の割合）

全国と比較する
と本土部は医師数
が多い。
一方、離島部で

は全国よりも医師
が少なく、地域に
よる偏在が顕著に
見られる。

出展：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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（全国）

介護人材の需給ギャップ

出典：総務省「自治体2040構想研究会 第一次・第二次報告の概要」

社会保障費

2040年頃における各分野の見通し
＜介護＞ ＜医療・介護＞

「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（H30.5.21 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省）

（出典）人口推計、日本の地域別将来推計人口、国民医
療費の概況、介護保険事業状況報告、財務省資料「こ
れからの日本のために財政を考える」

出典：総務省「自治体2040構想研究会 第一次・第二次報告の概要」

ポイント（2015→2040比較）
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インフラの老朽化

平成27年度交通手段の構成比（平日） 出典：都市交通調査・都市計画調査（抜粋）

2015年における外
出者全体のうち公共
交通機関であるバス
と鉄道の利用者の割
合は1.4％、4.6％と利
用率は低い状態であ
る。

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン2050」

集落

2050年には非居住地化が進行。県内の都市部に人口が集中※国土交通賞の調査対象は諫早市のみ

インフラ・公共交通

2040年頃における各分野の見通し

2015年（平成２７年）から20年後の2035年には、供用50年を経過する橋梁が321橋（全体の43
％）となり、老朽化したインフラが大幅に増加する。
人口減少により非居住化していく地域の道路や橋梁の維持・管理や、自治体の税収や技術職員も

減少していく可能性がある中、各種インフラをどのように維持・管理していくかが課題となる。

このまま人口減少が進んだ場合、2015年の集落数のうち、人口に占める高齢者の割合が
５割を超える集落が、全体の約５割に達し、このままでは集落の維持や地域コミュニテ
ィの維持が困難になる恐れ
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男女別人口増減・合計特殊出生率の推移

年少人口が
減少する見込み

学校数の増減（県内市町立小・中学校）

児童生徒数の減少に
より、廃校が増加

出典：文部科学省「学校基本調査」

＜教育＞

※2015年までは国勢調査による実績値。2020年以降
は国立社会保障・人口問題研究所による推計値

＜コミュニティ＞

長崎県の住宅総数と空家数・空家率の推移

H25県内市町別空家率

出典：長崎県「ながさき県政出前講座（空き家について）」

出典：長崎県住宅課提供「『Ｈ25 総務省住宅・土地統計調査』に基づき作成」

空家率は年々増加傾向にある

離島部では空家の割合が多い

2040年頃における各分野の見通し
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＜教育＞

2040年頃における各分野の見通し

小規模大学の学校数は全体の76.7％を占めており、このうち私立が大半を占めている。

地方では小規模大学が大半を占めており、帰属収支差額比率（学納金、寄付金等の自己収入から、
人件費、教育研究費等の支出を差し引いたもの）のマイナスが大きい。
人口減少に伴い地方大学の経営問題が顕在化すれば、地方で高等教育を受ける機会が少なくなり、

若者は更に首都圏等に流出する恐れがあり、どのように地方大学が経営を行っていくかが課題となる。

私立大学の規模別・所在地域別の学校数

規模別学校数及び入学定員数の割合（平成27年度）

帰属収支差額比率の大学分類別の分布

※大規模大学：
入学定員が2000人以上の大学

中規模大学：
入学定員が1000人～1999人の大学

小規模大学：
入学定員が999人以下の大学
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転入数・転出数の上位地域

出典：総務省「国勢調査」

転入、転出ともに、福岡県の影響大

高齢者と
女性は、
就職希望
者数に対
し業者が
少ない

就労ギャップ

労働力人口の見通し（全国）

男女別人口増減・合計特殊出生率の推移（再掲） 出典： 総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動
態調査」社人研「地域別将来推計人口」

平成27年の合
計特殊出生率
は「1.67」とな
っているが人
口を維持する
ためには、「
2.07」が必要

初婚の妻の年齢（各歳）別婚姻件数の構成割合（全国）

平均初婚年齢の年次推移

夫 妻

歳 歳
平成 7 年 28.5 26.3 全国

17 29.8 28
25 30.9 29.3
26 31.1 31.1
27 31.1 31.1
28 31.1 31.1
29 31.1 31.1

29 30.1 29.2 長崎県

出典：厚生労働省「平成29年（2017）人口
動態統計月報年計（概数）の概況」

全国平均よりは初婚年齢は
若いが、晩婚化が進行

2040年頃における各分野の見通し

労働力不足及び出生率

生産年齢人口の減少により、高齢者と女性、若者の労働参加が進まなければ、労働力
不足が顕著になる。（2030年に600万人の差）

出典：厚生労働省
「賃金構造基本統計調査」
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２０４０年にかけて見込まれる技術の進展（基盤技術） 九州新幹線西九州ルート 出典：長崎県HP

スーパー・メガリージョン形成のイメージ

■「グローバルなダイナミズムを取り込み、これまで培ってきた技術や文化を生かした経済成長を
実現しながら、各地域が個性を生かして自立する持続可能な国」

■「都市においても地方においても各個人が望むライフスタイルの実現に向けたような選択肢を
持つことのできる、多様な価値観を支える国」

出典：スーパー・メガリージョン構想検討会「人口減少に
うちかつスーパー・メガリージョンの形成に向けえて」

2040年頃における各分野の見通し
新技術（ＩｏＴ、ＡＩ等）及びスーパーメガリージョン

２０４０年にかけて見込まれる技術の進展（基盤技術）

九州新幹線西九州ルートが開業すると
長崎～博多間は最速１時間２０分とな
り、都市圏との移動時間が大幅に短縮
される。また、フル規格による整備方
式が最も効果が高く、投資効果（B/C
）が3.1、収支改善効果は約86億円/年
となることが予測されている。

スーパー・メガリージョンの形成が期待
され、都市圏との移動時間がさらに短縮
される可能性がある。



地方公務員数の推移（全国）
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長崎県の中期財政見通し（2019→2024）【H30推計】※一部抜粋

2040年頃における各分野の見通し

行政サービスのあり方

地方公務員数は、全国では1994年に328.2万人のピークを向かえ2016年には273.7万
人と54.5万人減少してきている。
今後は、人口減少に伴って地方公務員の人材確保も困難となる恐れがあり、どのよう

に自治体サービスの量や質を維持していくかが課題となる。

○地方交付税(臨時財政対
策債除く)
・歳出特別枠の廃上の影
響が反映された平成30年
度決定額を基礎とした見
込。
・県税収入の伸び、人口
減少の影響等により、減
少の見込。

◇H30:2,161億円→R5:1,967億円（△194億円）

○主な社会保障関係費
・後期高齢者医療や介護
保険、子ども子育てなど
にかかる社会保障関係費
が増加の見込。

◇H30:864億円→Ｒ5:984億円（＋121億円）

※主な社会保障関係費→後
期高齢者医療費県負担金、
介護保険法定給付対策費、
子ども子育て支援新制度、
障害者自立支援給付費など

社会保障費は増加していくにもかかわらず、地方交付税は減少し
ていく見込。
自治体はこうした厳しい財政状況の中、老朽化したインフラの更
新などの行政サービスを提供していくことが困難になる恐れ。

出展「自治体戦略2040構想研究会（第８回）資料」

平成 12 年から平成 29 年にかけて長崎県における職員削減数は、約 4,200人 であり、
長崎県においても行政改革が進められてきたところである。
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2040年頃を想定した課題と方向性の検討



検討にあたっての視点（４つの視点）

検討の方向性

１．地域において、医療、介護、インフラ、公共交通、コミュニティなどをどのように維持･
確保していくか

２．生産年齢人口の減少による労働力不足をいかに補うか
・外国人の受入、高齢者・女性の活躍推進

３．新技術（IoT、AI等）の進化・発展をどのように活用し、またどのような産業を伸ばして
いくべきか

４．人口減少、人口構造の変化に対応した自治体サービスのあり方について

○具体的には、長崎県の人口減少や高齢化、想定される各分野の見通しを踏まえ、下記の
４つの視点で、課題に対する対応の方向性について議論した。

28

○人口減少対策は引き続きしっかりと取り組み、社会減や自然減に歯止めをかけること
が必要である。一方で、人口減少対策を進めながらも、一定の人口減少社会に備える姿勢
も重要である。人口減少対策については、既に国や地方自治体において、民間の有識者等
のご意見も聴取されながら取り組まれており、当研究会においては、人口減少対策の議論
ではなく、人口減少社会に備える視点での議論を行う。
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課題と対応の方向性（４つの視点）※例示
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１．地域において、医療、介護、インフラ、公共交通、コミュ二ティなどをどのように維持・確保していくか。

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■予防医療・予防介護の促進により、健康寿命の延伸に取り組み、
要介護者や要治療者を減少させる。
・高齢者への働く場づくりや社会的参加等により「やりがい」を
創出する。

・住民に健康寿命への意識浸透を図り、積極的な活動を促進する。
■特に離島・半島を多く抱える本県においては、進展するＩＣＴやＡＩ
などの先端技術等を積極的に活用し、離島での遠隔診療や集落での見
守りなど、人口減少下でも暮らし続けられる環境の整備を図る。

■遠隔診療の導入を図りながらも、医師、看護師の偏在対策や、離島・
半島等における医師・看護師の確保を推進する。

■今後、急速な高齢化が進むアジア地域に対して、長崎県が人口減少・
高齢化社会における課題先進県として、介護・健康対策産業の推進、
人材育成を行い、サービス、技術を輸出できるよう取り組む。

・社会保障費の増加により現行の社会保障制度（医療保
険、介護保険など）が持続困難になる恐れ

・一人暮らし高齢者の増加による孤独死が増加する
・老老介護による更に介護者が増加する負のスバイラル
・圧倒的な介護人材不足による福祉施設の経営破綻の恐れ

・離島、へき地の住民の適切な医療受診が困難となる

○高齢者の増加、一人暮らし高齢者の増加

○人口減少による離島・へき地と都市部の医師数の格差増大

＜医療・介護＞

＜インフラ・公共交通＞

2040年の社会変化と課題

・老朽化したインフラ・公共施設が増加し、全てを維持し
ようとすれば維持管理費が増加する恐れ

・公共料金（水道）が上昇する
・朽ちたインフラは危険の恐れ

・乗合バス、鉄道の廃止路線が増加
・主な利用者である高校生等の利用が減少し、交通事業者
は経営難となり、地域の足が確保できない恐れ

○人口減少により、自治体のインフラへの財源が減少

○人口減少により、公共交通の利用者が大幅に減少

課題への対応の方向性

■島を多く抱える本県は代替道路がない海上部の長大橋梁（離島架橋）
が多く、他県に増してインフラの及び施設の共同利用を推進する必要
があり、広がっている各種インフラを適正に縮小させて行くことも検
討する必要がある。

■ＩＣＴやビッグデータを活用し、効果的・効率的なインフラの整備や
維持管理を図る。

■離島や半島が多い本県は、バス・タクシーなど公共交通機関によって
地域住民の足が確保されない過疎地域が多い。そのため、過疎地域で
のシェアリングエコノミーの推進や、道路運送法第78条に基づく自家用
自動車による有償運送の規制緩和等により新たな公共交通を創出する。

■立地適正化計画等において、人口減少や高齢化に持続的に対応できる
都市構造を考慮し、適正立地を実現する。
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１．地域において、医療、介護、インフラ、公共交通、コミュ二ティなどをどのように維持・確保していくか。

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■本県は国土の保全等において重要な役割を有している国境離島を抱
えていることもあり、地域でできることは地域で行うなど、しっかり
としたコミュニティの土壌を創り、外部人材を受け入れながら、移住
定住の促進を図る。

■外部人材を受け入れる地域コミュニティづくりや行動力のある人材を育
成、又は後押しできる体制づくりを図る。

■集落維持対策について、段階に応じたコミュニティ形成を図る。
・小学校単位でのコミュニティ形成、住民自治組織の立ち上げ

■外国人受入に寛容な地域づくりと制度設計を図る
・増加していく外国人労働者やその家族と地域が協調できる環境づくり

・地域の活動の低下により、自治会、消防団等で実施し
ていた機能が行えなくなる恐れ

・見守り体制が希薄化し、防犯、災害体制が低下する恐
れ

・地域の伝統行事、芸能文化等が衰退・断絶する恐れ

・農地や森林が荒廃し、災害が増加する。
・空き家の老朽化等による倒壊などが発生する

○人口減少より、維持が困難な集落が増加

○空き家、耕作放棄地の増加

＜コミュニティ・教育＞

○児童・生徒数の減少による廃校の増加、小規模校の増加

・子供が適切な教育を受けることができない環境となる
恐れ

○地域の大学の定員確保が困難となり経営の問題が顕在化

・地域の若者が高等教育を受ける機会の喪失
・都会の大学に進学し、若者の人口流失が更に加速

■学校教育だけではなく、地域との連携を強化し、地域コミュニティによ
る教育支援体制の整備を図る
・コミュニティスクール、地域と一体となった教育の推進

■指示待ちでなく、社会で役に立つ力を地域で育てる教育を行う。
・教育のＩＣＴ化については、単に電子ホワイトボードを置くことやプ
ログラムを教えるというだけではなく、考える教育の中にＩＣＴを活
用していくことが重要

・国立大学合格者数などの偏差値の尺度からの転換

■離島等の小規模高等学校については、人とのかかわりを重視した
対応を図る
・他地域から生徒を呼び込む（短期合宿、長期留学）
・一旦外に出ることで、郷土愛を育みＵターンに繋げる

■大学の研究・活動・イベント等の共同化の検討
（現在、産学官連携の中で、大学の研究・活動・イベント等の共同化を図
るなど、方向性を模索中）
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２．生産年齢人口の減少による労働力不足をいかに補うか

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■労働力不足を補うための対策として、ICT活用、働き方改革による効
率化、人材の広域化・共有化を目指す
・ＡＩ、ＩoＴを活用できる人材やSierなどの人材育成を図る
・人材不足の産業を中心にICTを積極的に活用し更なる効率化を
目指す

・働き方改革における効率化や、企業等における経費の見える化によ
る生産性の向上を図る

・民間等の専門人材の活用を促進し、産学官の垣根を越えた人材
交流の活発化

・短時間勤務など時間的に制約のある労働者が活躍できる企業の育成
・専門人材の育成に対する支援の充実

■「働くひと」を増加させるため、高齢者、女性、外国人等の労働力を
活用する。
・高齢者雇用の前提となる健康寿命の延伸を行う
・女性の労働参画促進のための環境整備を更に加速させる
・外国人労働者を量的な人材ではなく質的な人材として受け入れる社
会基盤の整備を行う

■高校・大学の連携を強化し、地元定着やＵターンにつなげる取組や
小中学生を対象として地域での就業体験を行うことで地域とのつなが
り、郷土愛を醸成する

■離島・半島を多く抱える本県においては、テレワーク等の環境整備な
ど時間や場所に囚われない働き方を積極的に導入する。

■「所得」や「福利厚生」だけではなく、若者が「やりがい」を持てる
仕事 や「ビジョン」を持つ職場を創出する。

・農林水産業の担い手が不足するおそれ
・観光業など主要産業の従業員不足
・労働力・後継者不足による企業経営の継続が困難化

・若年層が望む職種・雇用先の不足

○福岡、東京などの都市圏へ転出超過の拡大

○若年層の就業観・働き方の更なる多様化

＜労働力＞

＜出生率＞

2040年の社会変化と課題

・未婚化・晩婚化により出生率の低下
・労働力、生産年齢人口の減少
・児童数及び学校数の減少による地域の活力の低下

○結婚・出産等に対する価値観の多様化、女性の県外転出

課題への対応の方向性

■子育てができる環境を整備、子育てに対する意識改革を行う
・一定の所得以下の方への経済的支援
・多様な保育サービスの提供や地域社会やコミュニティが連携して子
育てを支援するまちづくり

・男性の育児休業の取得促進に取り組む。

・外国人労働者の雇用、受け入れ体制の確保

○「特定技能」による新たな外国人材受入の制度の創設
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３．新技術（IoT、AI等）の進化・発展をどのように活用し、またどのような産業を伸ばしていくべきか

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■長崎県民の暮らしをどうしていくのか、その中で技術をどう活かせる
のかを検討する。
・ICTリテラシー等の時代変化を先取りした人材育成
・先端技術を開発・導入できるIT企業及びSI・Sierの育成・誘致
・新たな５Ｇなどの情報インフラの整備
・公共交通の維持及び効率化のためにMaaSの導入を検討
・長崎県に新技術を導入していくため、実証フィールドの提供なども
含め規制緩和を図り、民間企業等の参入を促す

・新技術導入のために必要な情報インフラ基盤が未整備
・通信エリア内外での情報通信技術格差の拡大
・技術専門職員の不足
・サイバーセキュリティの強化が急務

○IoT技術の発達により、あらゆるモノがインターネットを通じて

つながり、 ロボットやAI、と共存・協調する社会が構築される

＜新技術の活用＞

＜産業構造の変化＞

2040年の社会変化と課題

・製造業が衰退する一方、低賃金の労働集約型産業が集積
する恐れ

・企画、デザイン、ブランディングといった本社機能は都
市圏に依存し、サービス移入に伴う資金流出が常態化

○長崎県の基幹産業の大きな変化及びシェアリングエコノミー市場

の拡大

課題への対応の方向性

■離島や半島を抱える課題先進県として、ＡＩ、ロボット等のテク ノロ
ジー効果を長崎県の課題解決につなげ、新たな産業振興を図るため、
情報通信基盤整備や必要な人材の育成、教育に積極的に取り組む。

■低賃金の労働集約型産業から脱却するために、ＩＴ等の活用により、
知識集約型産業への転換を図る。

■長崎県の産業の地域ビジョンの打ち出しや、長崎県の地域特性を活か
したときに強みになる産業を検討、推進する。

■地域課題の解決を図る産業おこしやスタートアップ、企業支援を行う
■ロボットやＡＩ等が発展していく中で、置き換えられる分野等を想定
し、企業誘致のあり方を考えていく必要がある。

■無償であるサービスを有償化し、富裕層などを呼び込む。
■スーパーメガリージョンが見込まれる中で、長崎県だけではなく、北
部九州と連携していくことを検討する、

＜高速移動手段の整備＞

2040年の社会変化と課題

・交通ネットワークを整備した結果、経路上の大都市が繁
栄し、小都市が衰退してしまうストロー現象が起こるお
それ

○高速移動手段の整備・スーパーメガリージョンの実現

課題への対応の方向性

■新幹線の整備により更に利便性を高め、長崎県への人口定着や流動人
口増への取り組みを推進する。

■長崎空港24時間化による空港の活用及び民間的経営を推進し、新幹線
と併せて利便性をさらに高める。
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４．人口減少、人口構造の変化に対応した自治体サービスのあり方について

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■公・共・私の役割を見直し、公助に頼るだけでなく、自助や共助の意
識を改めて醸成していく。共と私が新たな役割を果たすための公による
支援や環境整備を行う。

■離島など地理的に連携が困難な地域を抱える本県においては、国、県、
市町村の役割を検討するとともに、専門人材の広域活用を図る。

■IoT、AI・ロボットを活用するとともに、情報システムや申請様式を標
準化・共通化し業務の効率化を推進する。

・これまでの行政サービスを維持する財源が不足する
・地方単独での行政サービスの提供が困難

○ 人口減少により職員数が減少すると同時に、税収が減少する。

＜自治体業務の効率化、公・共・私の役割分担、圏域マネジメント＞

2040年の社会変化と課題 課題への対応の方向性

■県市町、民間、住民を含めた広い範囲での危機意識を共有する。
住民に公共的な視点を持ってもらうためのアナウンスを強化する。

■経済的な豊かさだけでなく、精神的な豊かさなどの価値観の醸成により
幸福な地域社会を形成する。

・国、地方を通じた国民負担にかかる合意形成や行政サービス
に係る新たな意識醸成が必要となる恐れ。

○医療・介護などの社会保障費が増加するとともに、老朽化インフラ・

公共施設等が増加する

＜住民の理解や意識醸成＞

・国、地方を通じた国民負担にかかる合意形成や行政サービス
に係る新たな意識醸成が必要となる恐れ。

○医療・介護などの社会保障費が増加するとともに、老朽化した
インフラ・公共施設等が増加する
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長崎！県市町スクラムミーティングでの意見



長崎！県市町スクラムミーティングでの意見

■上水道・下水道の広域化・共同化を推進する。

■小規模多機能自治の推進によりきめ細かいコミュニティを形成し、地域主体で公共の福祉を担い行政とも協働し、すみよい地域の形成を図る。

１．地域において、医療、介護、インフラ、公共交通、コミュニティなどをどのように維持･確保していくか

２．生産年齢人口の減少による労働力不足をいかに補うか

■県内の企業へマイナス印象を持つ若者や保護者の意識変革に取り組み、県外流出を抑制する。

■平和学習のように、幼少期から教育し、郷土愛を育む。また高校におけるふるさと教育の徹底のために、教師に地域を知ってもらう。

■シルバー人材センターを活性化し、健康寿命の延伸・元気な高齢者の増加につなげる。

■起業やスタートアップも含め、福岡に転出した若者に特化した施策を打ち出す。

３．新技術（IoT、AI等）の進化・発展をどのように活用し、またどのような産業を伸ばしていくべきか

■ICT、５G、IoTを進めるうえでベースとなるマイナンバーの推進を県下全域で一体となって取り組む。

■自動運転、AIなどの発展に伴い、規制緩和を推進する。

４．人口減少、人口構造の変化に対応した自治体サービスのあり方について

■電算システムやAI・RPA導入、総務事務などについて、県市や市町連携を行い、共同化を図る。

■公共施設の複数市町での共同化や廃止・統合など、一部事務組合の役割も含め検討する。
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※県と市町が情報を共有しながら、次の総合戦略等の中に反映させていく方針で合意がなされ、「県・市町まち・ひと・しご
と創生対策連携会議」等において引き続き議論をしていくこととされた。また項目４については「人口減少社会に適応した
行政サービスの提供のあり方研究会」を設置し、人口減少社会において行政サービスを維持していくためにそれぞれの自治
体がとるべき対策や県と市町の連携及び適切な役割について議論・研究していくこととされた。
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研究会としての考察・提言



研究会としての考察・提言

➢ 人口減少対策については継続して取り組みながらも、一定の人口減少社会に備え、その展望やメリットの側面
を見出し生かす

➢ ２０年後のあるべき姿から逆算する形（バックキャスティング）で、その実現のため対策や施策を考える

➢ 県市町、民間、住民を含めた広い範囲での危機意識の共有（データ等に基づいた住民に向けた適切な情報発
信）と同時に危機意識を募らせるだけでなく、その解決に向けた展望や取組む方向性を提示

➢ 地域の問題は自分達の問題として取り組む姿勢と意識の醸成を図る。

➢ 県民一人ひとりが、人生100年の時代を想定し、経済的自立、身体的な自立や健康の維持、社会参画や 社会的
孤立の防止に努める。

➢ 元気な高齢者や女性の活躍を支える環境を整備し、高齢者や女性の就業や社会参加を促す

➢ 社会の大きな変化を踏まえ、県、市町、民間、県民などの各主体が担う役割を改めて見直し、公助、自助や共
助の意識を改めて醸成し、住民主体の地域運営体制を構築する。

➢ 基礎自治体間の広域的な連携や事務の標準化による共同処理の拡大、専門人材の確保・共有などに取り組み、
県と市町の間での連携や役割分担を検討する

➢ 離島や半島を抱える課題先進県として、ＡＩ、ロボット、ＩｏＴ、５Ｇのテクノロジー効果を長崎県の課題解
決につなげ、新たな産業振興を図るため、情報通信基盤整備や必要な人材の育成、教育に積極的に取り組む

➢ 新技術のノウハウを地域の課題解決としての活用だけでなく、アジアとの近接性を活かして、アジアへの展開
を図るなど、その成長を取り込むことで新たな成長へつなげていく。

長崎県2040年研究会の議論を踏まえた、長崎県や市町、住民が今後、取り組んでいく方向性の例
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